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自転車用ヘルメットの商品情報、事故情報、安全基準及び着用義務等について 
調査票 回答例（日本） 

１ 自転車用ヘルメットの着用の法規制（着用義務・努力義務の有無、罰則等） 

Laws and regulations regarding the wearing of bicycle helmets (obligation to wear, 
presence or absence of obligation to make efforts, penalties, etc.) 
*If there are penalties or age restrictions, include that information as well. 

 

着用義務 ○有（12歳未満）・ 無 

努力義務 有 ・○無  

罰則 ○有・ 無 

 
2016年12月21日のデクレ（政令）第2016-1800号第1条により、2017年3月22日から12歳未満の児童が自転車に乗る場合には、その
者は安全基準に適合した自転車用ヘルメットを着用しなければならないと定められた。 
12歳以上の者については、自転車用ヘルメット着用の義務、着用の努力義務のいずれも定められていない。 
12歳未満の児童がヘルメットをかぶらずに自転車に乗った場合には135ユーロの定額反則金が課される（ただし反則金が45日以内に
支払われない場合には375ユーロ、また60日以内に支払われない場合には750ユーロ）。 
 
 上記について定める「12歳未満の自転車利用者及び自転車同乗者のヘルメット着用義務に関する2016年12月21日のデクレ（政

令）第2016-1800号」第1条の規定（道路法典第R.431-1-3条） 
「第1条 
道路法典第R.431-1-2条の次に、次の第R.431-1-3条を加える。 

『第R.431-1-3条 

I. 12歳未満の児童は、自転車の運転者あるいは同乗者として通行するときは、個人用保護具の規格に適合したヘルメットをかぶらな
ければならない。ヘルメットのあごひもは締めなければならない。 

II. 18歳以上の者は、12歳未満の児童を自転車に同乗させるときは、I.に定める条件により同乗者の児童がヘルメットをかぶっている
ことを確認しなければならない。 

また自転車を運転する1名以上の12歳未満の児童に同行する18歳以上の者が当然に、あるいは事実上当該児童に対する監督責任を負
う場合は、その者はすべての当該児童がI.に定める条件によりヘルメットをかぶっていることを確認しなければならない。 

III. I.の規定に違反したときには、第4級交通違反の反則金が課される。 

IV. I.に定めるヘルメットの特徴については、交通安全を所管する大臣のアレテ（省令）がこれを定める。』」 
 
道路法典第R.431-1-3条 : 

https://www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006074228/LEGISCTA000006159608/#LEGISCTA000006159608 

 
 

１ 自転車用ヘルメットの着用の法規制（着用義務・努力義務の有無、罰則等） 
 
 
 
 

着用義務 有 ・ ○無  

努力義務 ○有  ・ 無 

罰則 有 ・ ○無  

 
改正した道路交通法第 63 条の 11 の施行により、令和 5 年度より自転車利用者のヘルメッ

ト着用の努力義務が現在の 13 歳未満から全年齢に拡大した。 
自転車用ヘルメットの着用の法令等は以下のとおり。 
なお、ヘルメット未着用者への罰則の規定は無い。 

 
(1) 道路交通法※ 

（自転車の運転者等の遵守事項） 
改正前 （児童又は幼児を保護する責任のある者の遵守事項） 

第六十三条の十一 児童又は幼児を保護する責任のある者は、児童又は幼児が
自転車を乗車するときは、当該児童又は幼児に乗車用ヘルメットをかぶらせ
るよう努めなければならない。 

改正後 （自転車の運転者等の遵守事項） 
第六十三条の十一 自転車の運転者は、乗車用ヘルメットをかぶるよう努めな

ければならない。 
２ 自転車の運転者は、他人を当該自転車に乗車させるときは、当該他人に乗

車用ヘルメットをかぶらせるよう努めなければならない。 
３ 児童又は幼児を保護する責任のある者は、児童又は幼児が自転車を運転す

るときは、当該児童又は幼児に乗車用ヘルメットをかぶらせるよう努めなけ
ればならない。 

 
 
 

 
※ e-Gov法令検索 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=335AC0000000105#Mp-
At_63_11 

https://www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006074228/LEGISCTA000006159608/#LEGISCTA000006159608
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=335AC0000000105#Mp-At_63_11
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=335AC0000000105#Mp-At_63_11
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調査票 回答例（日本） 
２ 自転車用ヘルメットの着用率（着用率が低い場合、着用しない理由や背景等） 

Bicycle helmet usage rate (if the usage rate is low, reasons for non-wearing, 
background, etc.) 

 
(1) 着用率 
省庁間全国道路交通安全観測所の「行動観測所（フランス本土）2021年調査結果」と題する報告書の、パリ、リール、メッ
ス、ナント、リヨン、トゥールーズ、アヴィニヨン及びそれら周辺の市街化地域の44か所における自転車利用者の日中のヘル
メット着用率パネル調査の結果は以下のとおりである。この調査結果をみると、着用率は平日より週末の方が高い。 
 

年 平日 週末 週全体（合計） 
2016 202 人中 35 人（17 %） 126 人中 35 人（28 %） 328 人中 70 人（21 %） 
2017 187 人中 36 人（19 %） 207 人中 60 人（29 %） 394 人中 96 人（24 %） 
2018 263 人中 58 人（22 %） 232 人中 62 人（27 %） 495 人中 120 人（24 %） 
2019 227 人中 60 人（26 %） 95 人中 34 人（36 %） 322 人中 94 人（29 %） 
2020 320 人中 87 人（27 %） 171 人中 63 人（37 %） 491 人中 150 人（31 %） 
2021 215 人中 57 人（27 %） 273 人中 98 人（36 %） 488 人中 155 人（32 %） 

出典： Observatoire national interministériel de la sécurité routière, Observatoire des comportements (France métropolitaine) 
Résultats de l’année 2021, (p.13 の表を基に作成) 

https://www.onisr.securite-routiere.gouv.fr/sites/default/files/2022-09/Obs_comportements_2021_v0.pdf 
 
フランスの自転車用ヘルメット着用の義務化をめぐる議論 
フランスでは自転車用ヘルメットの着用についての議論は、法律による着用の義務付けに関するものが多い。 
2016年2月24日にル・モンド紙に掲載された「自転車用ヘルメット着用の義務化に反対する10の論拠」と題する記事（2019年5
月に更新）には、以下のような意見がみられる。 
「市街地ではかぶった方がよいけれど、農村部では必要ないと思う。」 
「そもそも自転車は危険な乗り物ではない。しかし他の乗り物やそれらの運転方法が自転車利用者にとって危険であるため、
ヘルメット着用を義務付けるよりは、自転車のタイヤを定期的に交換したり、ブレーキやライトに異常がないか確認するよう
に奨励した方がよい。」 
「頭部損傷は、自転車事故よりも自動車事故、バイクの事故、レジャーの徒歩などで起こることが多い。それに自転車に乗って
いて転倒しても、頭から先に倒れることは稀である。自転車に乗る者にヘルメット着用を義務付けるのなら、キックボード、自
動車、歩行者についてもヘルメットの着用が必要ではないか。または各自の責任とするべきではないか。」 
「自転車に乗る人が増えれば増えるほどみんなが自転車での移動に慣れて、交通安全により一層注意するようになり事故も減
る。歩行者についても自転車に慣れて気をつけるようになる。必要なのは自動車やバイクの制限速度を下げること。」 
「自転車での移動を安全なものにするためには、ヘルメット着用義務ではなく、交差点でも途切れることのない自転車専用レー
ン等のインフラ整備が必要である。」 
「ヘルメット着用が義務でないことで自転車に乗る人が増えるのなら、その方がよいと思う。」 
「オランダのように自転車の利用者が多い国でもヘルメット着用は義務ではないし、そもそもそれを義務化している国は世界に
わずかしかない。」 
「市内の自転車レンタルサービスを利用するのにいつもヘルメットを持ち歩かなければならなくなるので、好きな時に同サービ

２ 自転車用ヘルメットの着用率（着用率が低い場合、着用しない理由や背景等） 
 
 
 
(1) 着用率 

警察庁が 2023 年 2 月から 3 月に 13
都府県で行った自転車利用者のヘルメッ
ト着用調査では、16,435 人のうちヘル
メットを着用していたのは 665 人で
あった。着用率は 4.0%。（東京都の着用
率は 5.6％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、日本放送協会（NHK）が 2023
年４月に行った世論調査では、「以前か
らかぶっている」が 2％、「努力義務で
かぶるようになった」が 3％、「かぶっ
ていない」が 28％、「自転車には乗らな
い」が 60％であった。 
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スが利用しづらくなる。」 
「自転車は交通渋滞、騒音、大気汚染等の問題をもたらさない、よい移動手段である。自転車ヘルメット着用を義務化するので
はなく、自転車利用者に安全な乗り方を求めることで利用者を信頼すれば、利用者数も増える。」 
 
またフランス自転車利用者連盟（Fédération française des usages de la bicyclette, 略称FUB）はそのサイト上で「ヘルメットを
かぶる習慣は各自の選択であり、それは尊重するが、ヘルメット着用の義務化のせいで自転車に乗るのを諦めるよりは、ヘル
メットなしでも自転車に乗る方がよい。重要なのは自転車利用者が自分に起こり得るリスクについてよく知ってもらい、各自
がそのリスクに対して適切な策を取ることである。」という見解から、「当連盟は自転車を利用する際にヘルメットの着用を義
務化する法律の制定には断固反対である」との立場を取っている。また同連盟は「外国で行われた全ての調査をみると、ヘル
メット着用が義務化されたことで自転車利用者の数が減ったという結果が出ている。また外国におけるヘルメット着用の義務
化の前と後を比べても事故による負傷者の数には大きな変化はみられない。ヘルメット着用の義務化よりも制限速度を下げる
方が道路安全にはより効果的でないか」とも述べている。 
 
なおフランスでは、2016年1月と2021年7月に自転車用ヘルメットの着用を全ての自転車利用者に義務付ける法案が上院議員か
ら議会に提出されているが、いずれも法律の制定には至っていない。 
 
【着用率が低い場合】 
(2) 着用しない理由や背景等 
フランスの自転車利用者がヘルメットを着用しない理由についてのアンケート調査は、ネット上では見つからない。 
 
 
【着用率が高い場合】 
(3) 外出時に駐輪した際の自転車用ヘルメットの一般的な保管方法、持ち運び方法等 
情報なし。盗難のリスクがあるため、バッグ等に入れて持ち運んでいると考えられる。 
なお以下に紹介するフランスのヘルメット製造・販売事業者３社の商品は持ち運び用カバーと共に販売されるようであるが、
カバーの写真はHPには掲載されていない。 
また３社のうちNACA Helmetは、ヘルメットの持ち運び専用バッグを製造・販売している。 
https://nacahelmet.com/collections/accessoires-casque-velo-naca/products/helmet-case-naca 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【着用率が低い場合】 
(2) 着用しない理由や背景等 

着用しない理由は、今後アンケート
調査を行う予定。 

参考として、テレビ局等が行った非
着用者への街頭インタビューの抜粋を
掲載する。「髪の毛が乱れるのが嫌」
などの理由が挙がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【着用率が高い場合】 
(3) 外出時に駐輪した際の自転車用ヘルメットの一般的な保管方法、持ち運び方法等 
 日本では、自転車用ヘルメットの着用率が低い。このため、外出時に駐輪した際の自転車用ヘル
メットの一般的な保管方法、持ち運び方法は現状不明である。 
 参考として、ヘルメットを自転車のかごの中に入れると盗難の恐れがあるため、日本では、ワイ
ヤータイプの鍵を使って、自転車と一緒にヘルメットを固定する方法等がニュース等で紹介されて
いる。 

 
SBS静岡放送「“衝撃から頭守るため”1個数万円のものも…自転車用ヘルメットを盗難から守れ！対策を

学ぶ」より 

 

 

（静岡朝日テレビ） 

（TBS NEWS DIG） 

（テレビ静岡） 

（広島ホームテレビ） 

（広島ホームテレビ） 

（静岡朝日テレビ） 

※2023 年 4 月の記事より 

https://nacahelmet.com/collections/accessoires-casque-velo-naca/products/helmet-case-naca
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調査票 回答例（日本） 
３ 自転車用ヘルメットの商品情報（商品例、生産数、製造事業者、業界団体等） 

Product information on bicycle helmets (product examples, number of production, 
manufacturers, industry groups, etc.) 

 
(1) 商品例 
商品例については、以下の商品紹介ページを参照されたい。 
フランスの自転車用ヘルメット製造・販売業者３社 

 Marko Helmets : https://marko-helmets.com/velo-c-34 
 Naca Helmet : https://nacahelmet.com/collections/bike-carbone-candy （このページの上の方にあるVÉLO をクリックすると、２種類の

コレクションを見ることができる。） 
 EGIDE : https://egide-paris.com/collections/casques-velo/casques-velo-ino-color/ （このページの上の方にあるCOLLECTION INO 

COLOR, COLLECTION INO, COLLECTION ATLAS, COLLECTION APOLLOをクリックすると、異なるコレクションのヘルメットを
見ることができる。） 

総合スポーツ用品専門店DECATHLON 
https://www.decathlon.fr/browse/c0-tous-les-sports/c1-velo-cyclisme/c3-casques-velo/_/N-1k6o5y 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 自転車用ヘルメットの商品情報（商品例、生産数、製造事業者、業界団体等） 
 
 
 
(1) 商品例 

次のようなヘルメットが自転車用として販売されている。 
 
 
 
 
 
 

自転車用ヘルメット（スポーツ）    自転車用ヘルメット（普段使い／
通学用） 

図１ 自転車用ヘルメットの例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://marko-helmets.com/velo-c-34
https://nacahelmet.com/collections/bike-carbone-candy
https://egide-paris.com/collections/casques-velo/casques-velo-ino-color/
https://www.decathlon.fr/browse/c0-tous-les-sports/c1-velo-cyclisme/c3-casques-velo/_/N-1k6o5y
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(2) デザイン等が工夫された商品例 
前ページのMârkö Helmetsはヴィンテージスタイルや都会的な印象のデザイン、Naca Helmetはヴィンテージデザイン、またEGIDEは高級志
向のファッション性が高くスタイリッシュなデザインのヘルメットを製造・販売している。 
いずれのメーカーもその商品が、デザイン、安全性、快適性を兼ね備えたものであることをアピールしている。 
デザインの工夫という視点からは、たとえばMarko HelmetsのCadenceというモデルは、冬用に取り外しのできるイヤーウォーマーと同じく
取り外しができる透明バイザーがついているほか、遮光バイザーが内蔵されている。さらに安全のためにヘルメットの後部に、光の強さを３
段階で調節できる照明が搭載されている。 
CASQUE JET CADENCE E-BIKE - MÂRKÖ (marko-helmets.com) 
またどのメーカーのヘルメットも、内装スポンジは取り外して洗濯機で洗えるようになっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 生産数等 
自転車用ヘルメットの年間生産数、販売数共に不明。 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) デザイン等が工夫された商品例 
帽子に似せたものや、後頭部に空間を設け束ねた髪でも被りやすいものがあ

る。 
自転車用ヘルメット（帽子型） 

 

 
自転車用ヘルメット（後頭部に束ねた髪が収まる空間を設けたもの） 

 

図２ デザイン等が工夫された自転車用ヘルメットの例 
 
 
(3) 生産数等 

自転車用ヘルメットの年間の生産数・販売数は不明である。ただし、平成 20 年
度に実施した商品テスト※でのアンケートで、消費者が持っている幼児用ヘルメッ
トの 88%が SG マーク※付きであった。 

現在の販売サイト等でも、ヘルメットの安全を示すものとして SG マークの記載
が多いことから、市場に流通している製品の一定数はＳＧマーク付きであると推測
される。 

2021 年度の SG マーク表示数は約 143 万個、2022 年度 4 月～12 月は約 63 万個
であった※。ただし、SG 基準の対象が、自転車用及びローラースケートなどの走行
遊具用ヘルメットであるため、今回の調査対象外のヘルメットも含まれている。 

https://marko-helmets.com/casque-jet-cadence-e-bike-marko-p-321-5937.html#/108-couleur-noir/172-taille-l_xl
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(4) 国内の製造事業者及び販売事業者 
上述のNaca Helmetはバイク、自転車及び乗馬用ヘルメット、EGIDEは自転車、乗馬及びスキー用ヘルメットの製造メーカーで、両社とも商
品は国内生産されている。Mârkö Helmetsはバイク用と自転車用のヘルメットの製造・販売を行うフランスの事業者であるが、商品が国内生
産されているかどうかは不明である。 
 
 
(5) 業界団体 
ネットによる検索では、ヘルメットに関する職業団体の情報はなく、職業団体が存在するかどうか不明である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 また、市場に出回っている製品数についても同じく不明であるが、業界団体であ
るヘルメット工業会に所属している企業 HP 等で確認ができた「スポーツ用や幼
児・児童用以外と思われるヘルメット」は、６社 41 製品。その内 SG マーク付き
は、36 製品であった。 

  
(4) 国内の製造事業者及び販売事業者 

株式会社オージーケーカブト、株式会社サギサカなど。スポーツ用において
は、イタリアやアメリカ製など海外メーカーの製品を輸入販売している会社が多
い。近年は一般用、スポーツ用共に、日常生活になじむようなデザインや一見帽
子に見える製品も販売されている。 

 
(5) 業界団体 

一般社団法人 日本ヘルメット工業会 JHMA（http://japan-helmet.com/ ） 
ヘルメットに関する業者団体として、各種製品の規格制定等に際しての協力、要

望、調査研究、リサイクル等を行っている。国内製造業者、輸入業者が加入してお
り、会員企業は 2023 年 3 月時点で現在 27 社、うち自転車用ヘルメットを取り扱っ
ているのは 14 社である。（別添１） 

分科会の一つに、自転車用ヘルメット技術委員会がある。規格、基準等の制定、
改正等の委員として参加、製品の PR 及び着用の普及促進、海外の規格・情勢の調
査、各関連団体と連携し品質向上等を行っている。 

 
※ 東京都生活文化スポーツ局 東京くらし web 平成 20 年度 商品テスト「自転車用幼児ヘル

メット https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/test/helmet_press.html  
※ SG マークは、一般財団法人製品安全協会が定めた SG 基準に製品が適合していると協会が認

証したことを示している。SG は Safe Goods （安全な製品）を意味する。https://www.sg-
mark.org/faq/  

※ 一般財団法人製品安全協会「四半期間毎の製品安全数量」 
（別添１）日本ヘルメット工業会 会員会社一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://japan-helmet.com/
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/test/helmet_press.html
https://www.sg-mark.org/faq/
https://www.sg-mark.org/faq/
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調査票 回答例（日本） 
４ 自転車用ヘルメットの安全基準、規格、ガイドラインや認証制度等 

Bicycle helmet safety standards, standards, guidelines, certification systems, etc. 
 
(1) 主な安全規格等 
自転車ヘルメットを含む、スポーツまたはレジャー活動あるいはその指導を行う際に使用される個人用保護具（équipements de protection 
individuelle Sport-Loisirs、略称EPI-SL、以下「EPI-SL」という）は、その輸入、欧州経済地域の市場における販売のための製造、販売ま
たは無償での配布を目的とした保有、販売あるいは無償提供、無償ないしは有償での貸与のいずれであっても、『健康上または安全上の本質
的な要求に適合しており、EPI-SLに適用される手続に則って規格適合評価を受けたものでなければならず、またCEマーク表示があるもので
なければならない。』（スポーツ法典第R332-29条の規定） 
https://www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006071318/LEGISCTA000006167093/?anchor=LEGIARTI000043849130#L
EGIARTI000043849130 
 
12歳未満の自転車の運転者及び同乗者が着用するヘルメットの特徴に関する2016年12月21日の内務省アレテ（省令）第1条には「道路法典第
R.431-1-3条に言及されるヘルメットは個人用保護具に関する規定に適合し、かつCEマークが表示された自転車用ヘルメットをいう」と規定さ
れている。 

https://www.legifrance.gouv.fr/download/pdf?id=IFDoQg-qK6IdNEW2cTEt_RVa8uL4MIzvJKm1MeyYFR4= 

 
CEマークはEPI-SLの目につきやすい場所に、わかりやすく、かつ目安の耐用期間中消えないように表示されなければならない。商品の特性
上それ自体にCEマークの表示が不可能である場合には、商品の包装にCEマークが表示されなければならない。 
 
自転車、スケートボードあるいはローラースケート用ヘルメットのEN規格（欧州統一規格）は2013年のEN1078+A1で、フランスにおいては
国家規格NF EN1078+A1として採用されている。 
この規格によると「注意！児童が高い所によじ登ったり、ヘルメットのあごひもにひっかかって首が絞められるリスクがある活動をする場合
には、このヘルメットを使用しないこと」という追加の注意書きが加えられなければならない。 
 
 
参考：CE マーキングと EU 規格の関係について 
CE マーキングとは、ある製品が EU 域内において自由に流通・販売されるための規制要件を満たしてしていることを表示するマークである。
EU の指令あるいは規則にマーキングが義務付けられている製品については必ずマーキングがされなければならず、製造者は製品の技術的特性
が EU の法令に定める必要最低限の基準である必須要求事項を満たしているかどうか評価しなければならない。 
製品の技術的要件の詳細については、EU の統一規格である EN 規格がこれを定めている。EN 規格の内容は国際規格 ISO/IEC に整合するもの
である。EU 加盟国には EN 規格を国家規格として採用することが義務付けられている。EN 規格は EU 内で製品の自由な流通ができるように
共通の基準・規則を定める EU 指令を補完するものであり、製品は、第三者認証機関による EN 規格への適合の認証を受けることにより認証品
となる。 
CE マーキングが必要な製品の製造者は、EN 規格に基づいて製品の設計を行うが、CE マークは安全認証や品質保証のマークではない。 
従って、フランスで販売されている自転車用ヘルメット（個人用保護具 EPI-SL）は、CE マーキングがされており、かつその安全基準を定め
る国家規格に適合するものでなければならない。 
 
 

４ 自転車用ヘルメットの安全基準、規格、ガイドラインや認証制度等 
 
 
(1) 主な安全規格等 

自転車用ヘルメットの主な安全規格等を表１に示す。 
 

表１ 自転車用ヘルメットの主な安全規格等 
国 内 

SG 

ＳＧマーク制度とは、安全性の高い製品の提供を通じて消費者利益を保護するこ

とを目的として、構造・材質・使用方法等からみて生命又は身体に対して危害を与

えるおそれがある消費生活用製品を対象として実施している民間の自主的な製品

安全性確保制度である。運営主体は、財団法人製品安全協会である。 

0056 自 転 車 等 用 ヘ ル メ ッ ト （ 2020 年 3 月 改 定 ） https://www.sg-

mark.org/product/no-0056/  

JIS 

JISマーク制度は、産業標準化法第30条第1項などに基づき、国に登録された機関

（登録認証機関）から認証を受けた事業者（認証事業者）だけが、認証を受けた

鉱工業品等に対して表示することができる制度である。 JIS T 8134:2018 自転車

用ヘルメット 

JCF 公

認／推

奨 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人日本自転車競技連盟 (以後「JCF」とする。)が、自転車競技の安全

と競技としての特質を考慮し、JCFおよび加盟団体の主管する自転車競技大会に

使用できるヘルメットの公認と、自転車スポーツの安全な普及振興を図るための

ヘルメット推奨制度である。推奨ヘルメットは自転車競技用の公認ヘルメットと

はみなされない。 

JCF競技規則、ヘルメット公認/推奨要領に適合し、かつCEの「へルメットの性

能およびその試験基準」に適合している必要がある。具体的には、前述の基準に

基づく衝撃吸収性能試験、SG、CEマークの表示を持つもの、JIS規格表示の認証

工場の製品である。 

2023年3月時点で公認は153製品、推奨は6製品である。 

JCF 公認／推奨ヘルメット公認／推奨要領 https://jcf.or.jp/official/helmet/ 

海 外 

CE 

CE マーキングとは、欧州連合(EU)地域に販売される指定製品に貼付を義務付け

られる安全マークのことで、「EU(EC)指令」の必須安全要求事項に適合したこと

を示す。自転車用ヘルメット EN1078 

CPSC 

米国消費者製品安全委員会（Consumer Product Safety Commission）は､米国消費

者製品安全法に基づき設立された､法的権限を持つ大統領直属の独立政府機関で

ある。自転車用ヘルメットに添付されている場合「自転車用ヘルメットの安全基

準」に適合したことを示す。 

 
 

https://www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006071318/LEGISCTA000006167093/?anchor=LEGIARTI000043849130#LEGIARTI000043849130
https://www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006071318/LEGISCTA000006167093/?anchor=LEGIARTI000043849130#LEGIARTI000043849130
https://www.legifrance.gouv.fr/download/pdf?id=IFDoQg-qK6IdNEW2cTEt_RVa8uL4MIzvJKm1MeyYFR4=
https://www.sg-mark.org/product/no-0056/
https://www.sg-mark.org/product/no-0056/
https://jcf.or.jp/
https://jcf.or.jp/official/helmet/
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(2) 具体的な基準等 
フランスの国家規格NF EN1078+A1に定められている安全基準を見るためには国家規格を購入しなければならず、また基準についてネット上
等で情報を伝播することは禁止されているため、詳細は不明である。 
しかしながら以下の情報がネット上で見つかった。 
 

 ヘルメットは、こめかみ、額及び後頭部、側頭部及び頭頂部を保護するものであること。 
 衝撃耐久性試験は、鉄床の使用によるものと、歩道境界ブロックの使用によるものの２種類を行う。 
 鉄床を使った衝撃吸収性試験は落下速度5.42 m/s（19.5 km/h）、また歩道境界ブロックを使った衝撃吸収性試験は落下速度4.57 m/s

（14.4 km/h）で行う。 
 衝撃吸収性試験の際の、人頭模型に被せたヘルメットを落下させる高さは、鉄床を使った試験の場合は1,497 mm、また歩道境界ブロッ

クを使った試験の場合は1,064 mmとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 具体的な基準等 
SG 基準より、物理的な安全性に関する基準等について記載する(表２・３)。詳

細はＳＧ基準※を参照のこと。 
物理的な安全面での試験は一般財団法人車両検査協会、皮膚に接触する繊維部品

の有害性等に関する試験は、一般財団法人ボーケン品質評価機構等で行っている。 
 
 

表２ 安全性に関する基準 
外観、構造及び寸

法 

・使用時に身体に障害を与えるようなばりや突起部などがないこと 

・外表面の素材、あごひもの構造・幅など 

衝撃吸収性 ・試験時の人頭模型の重心の衝撃加速度が 2,940m/s2(300G)以下かつ、

1,470m/s2(150G)以上の衝撃加速度の継続時間が 4ms 以下であること 

前処理（高温処理/低温処理/浸せき処理）をそれぞれ行ったヘルメット

に、頭の重さに近い人頭模型を入れて、決められた高さから落下点である

アンビル(金床/鉄床(かなとこ)鋳鉄または鋳鋼製の作業台)へ落下させ、そ

のときの最大衝撃加速度等を測定する。 

保 持 装 置 (あ ご ひ

も)の強さ 

・試験時の最大伸びが 35mm 以下であり、かつ、試験後に締結具の乖離が

容易にできること。 

 あごひもの先に付けた 4kg のおもりを 600 ㎜の高さから落下させたとき

のあごひもの最大伸びを測定する。 

保 持 装 置 (あ ご ひ

も)の性能（外れや

すさ） 

・試験を行ったとき、ヘルメットが人頭模型から脱落しないこと。 

ヘルメットの後頭部を固定してワイヤーでつないだ 10 ㎏のおもりを 175

ｍｍの高さから落下させることで前側に力を加える。 

視野、材料、付属品 ・装着時の視野が左右水平に 105°以上、脆化（ぜいか）・耐食・耐光性な

どの耐久性や皮膚への有害性がない、反射材など。 

 
表３ 表示に関する基準 

表示 ・製品表面の見やすい場所への表示 

製品名（自転車用ヘルメットなど）、使用年齢範囲、製造業者・輸入業者、

製造・輸入年月、大きさ、使用上の注意事項 

取扱説明書 ・製品への添付。一般消費者が理解できる大きさの字での明示、（１）の見

やすい箇所への掲載や、（３）・（４）は図示などで理解しやすく、かつ、よ

り認知しやすいものであること。 

（１）取扱説明書を読み保管する。子供・幼児には保護者が使用上の注意

事項を指導する。（２）用途（３）使用上の注意事項（４）調節の方法（５）

手入れ方法（６）ＳＧマーク賠償制度（７）製造業者等 

 
※ 製品安全協会 0056 自転車等用ヘルメット（※一部のみ掲載）https://www.sg-

mark.org/product/no-0056/  

 

http://jvia.or.jp/s-04.html#a01
https://www.boken.or.jp/
https://www.sg-mark.org/product/no-0056/
https://www.sg-mark.org/product/no-0056/
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(3) 使用期間について 
目安ではあるが、一般に3年から5年とされる。しかしながらヘルメットが衝撃を受けたりヘルメットに傷ができたりした場合には、直ちに交
換することが奨励される。 
 
 
 
 
 

(3) 使用期間について 
  メーカーは使用開始から「3 年」を目安に買い換えを推奨している。理由は紫

外線や雨・土等の環境及び汗・皮脂等による材質劣化を考慮したものである。※ 

また、業界団体である一般社団法人日本ヘルメット工業会（以後「ヘルメット工
業会」とする。）でも、産業用ヘルメットについての記載のみではあるが、期間が
短い製品で、「使用開始より 3 年以内」との記載がある。この期間は、法的な規制
ではなくあくまで目安であり、個々の使用頻度、取扱い状況、保管等が違うため
はっきりとした耐用年数を定めることができないとしている。※ 

 
 
※ オーケージーカブト HP「ヘルメットをかぶろう！」より引用 
https://www.ogkkabuto.co.jp/hg/ind.html 

※ (一社)日本ヘルメット工業会HP よくある質問と回答 http://www.japan-

helmet.com/faq/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

http://japan-helmet.com/
https://www.ogkkabuto.co.jp/hg/ind.html
http://www.japan-helmet.com/faq/index.html
http://www.japan-helmet.com/faq/index.html
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調査票 回答例（日本） 
５ 行政機関等による自転車用ヘルメットの使用の推奨の有無 

Whether the use of bicycle helmets is recommended by administrative agencies, etc. 
 
12歳未満の児童を除いて、自転車用ヘルメット着用が義務付けられていないことから、行政機関はヘルメットの着用
に関して独自の規則を制定していない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自転車用ヘルメット購入補助制度の例 
パリ市は自転車用ヘルメットの購入にかかる費用を、50ユーロを上限としてヘルメットの税抜き価格の33 %を補助し
ているが、これはあくまでも環境に配慮した移動方法である自転車利用の普及のために設けられている自転車購入の
支援制度を補うものであって、ヘルメットの購入のみに同補助制度の利用申請をすることはできない。 
https://www.paris.fr/pages/lutte-contre-la-pollution-les-aides-a-la-mobilite-5373 
 
またイル・ド・フランス州も、自転車（電動アシスト自転車を含む）と備品（自転車かご、サイドバッグ、ヘルメッ
ト、盗難防止グッズ）を合わせて購入する場合に、上限額の範囲内で税込購入額の50 %までを補助している。 
https://www.iledefrance.fr/velo-elec 
 
 

５ 行政機関等による自転車用ヘルメットの使用の推奨の有無 
東京都では道路交通法改正以前から、東京都自転車安全利用条例で、全ての自転車利用者の方に、ヘルメッ

ト着用の努力規定を設けている。 
また、都内の一部区市では自転車用ヘルメットの購入補助制度がある。東京都以外でも、愛知県等で購入

補助制度がある。 
 
【 東京都条例（抜粋）】  

東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例※ 
（十八歳未満の者及び高齢者の技能及び知識の習得など） 
第十五条 父母その他の保護者（以下単に「保護者」という。）は、その監護する十八歳未満の

者が、自転車を安全で適正に利用することができるよう、指導、助言等を行うことにより、
必要な技能及び知識を習得させるとともに、当該十八歳未満の者に反射材を利用させ、乗車
用ヘルメットを着用させる等の必要な対策を行うよう努めなければならない。 

２ 高齢者（六十五歳以上の者をいう。以下この項において同じ。）の親族又は高齢者と同居し
ている者は、当該高齢者が自転車を安全で適正に利用することができるよう、反射材の利用、
乗車用ヘルメットの着用その他の必要な事項について助言するよう努めなければならない。 

（安全に資する器具の利用） 
第十九条 自転車利用者は、反射材、乗車用ヘルメットその他の交通事故を防止し、又は交通

事故の被害を軽減する器具を利用するよう努めるものとする。 
東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例施行規則 

（自転車貨物運送事業者の登録に係る基準） 
第六条  

九 運送用自転車を利用する従業者が、反射材及び乗車用ヘルメットを利用する体制を確保
すること 

（自転車貸付業者の登録に係る基準） 
第十四条 

四 顧客に対して、反射材及び乗車用ヘルメットの貸付けを行う体制を確保すること。 

 
【 都内一部区市の購入補助制度の例 】 

自治体名 補助額 対象年齢 
目黒区 2,000円 全年齢 
豊島区 2,000円 満65歳以上、満13歳未満 
港区 2,000円 13歳未満 
足立区 2,000円 全年齢 
江東区 2,000円 全年齢 
八王子市 2,000円 全年齢 

※ 東京都生活文化スポーツ局都民安全推進部 東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例
https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/seisaku-jyourei/jitensha-jourei/index.html 

https://www.paris.fr/pages/lutte-contre-la-pollution-les-aides-a-la-mobilite-5373
https://www.iledefrance.fr/velo-elec
https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/seisaku-jyourei/jitensha-jourei/index.html
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調査票 回答例（日本） 
６ 自転車乗車中の事故情報 特にヘルメットが関連するもの（死亡・重症事故事例、医療機関受診件数等） 

Information on accidents caused by bicycle helmets Information on accidents while 
riding a bicycle Particularly those related to helmets (fatal accidents, serious accident 
cases, medical institution visits, etc.) 

 
 
(1) 警察 
以下の(3) その他（警察、消防以外）を参照のこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 自転車乗車中の事故情報 特にヘルメットが関連するもの（死亡・重症事故事例、医療機関受診件数
等） 

 
 
 
 
(1) 警察 
ア 警察庁（全国のデータ） 

警察庁は、全国の交通事故について、政府統計オンラインポータル e-Stat に「交通事故の発生状況」と
して、2015 年以降のデータを年単位で掲載している。※また、警察庁のホームページにて、年ごとにデー
タをとりまとめた「交通事故の発生状況等について」を公表している。 

上記のデータより、自転車事故、特にヘルメットが関係する内容を抜粋する。 
 

別添２「交通事故発生状況の推移」（警察庁データ）※より、平成 17 年以降は交通事故件数、死者数、負
傷者数、人口 10 万人当たり（人）の死者数・負傷者数ともに、毎年減少している。一例として、交通事故
件数は平成 16 年が最多で 952,720 件、令和 4 年は 301,193 件であり、交通事故死者数は平成４年が最多で
11,452 人、令和 4 年は 2,610 人である。 

自転車乗車中の事故においても、同様に減少しており、令和４年の自転車乗車中の死者数は 339 人であ
る(図３)。 

 
図３ 自転車乗車中の事故の死者数の推移 （警視庁データから作成） 

 
警察庁「令和 3 年における交通事故の発生状況等について」から引用した、自転車乗車中の事故の詳細

について図４、５に、「令和４年における交通事故の発生状況等について」を図６・７に示す。※  
 
※ e-Stat「交通事故の発生状況」https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001027457&cycle=7&tclass1val=0  
※ e-Stat「令和４年中の交通事故死者について 1 交通事故発生状況の推移」 https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001032793&cycle=7&year=20220&month=0  

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001027457&cycle=7&tclass1val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001027457&cycle=7&tclass1val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001032793&cycle=7&year=20220&month=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001032793&cycle=7&year=20220&month=0
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※ 警察庁 HP 令和 3 年 https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bunseki/nenkan/040303R03nenkan.pdf（P.7） 

令和４年 https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bunseki/nenkan/050302R04nenkan.pdf（P.6） 
事故原因の乗り物等については、対自動車が大半を占めているが、次いで自転車単独での事故が多い

(図４)。また、ヘルメット非着用時の事故で、負傷の場合は頭部のけがが全体の 11.3%であるのに対し、
死亡した場合は 58.0%と、頭部のケガが死亡などより重篤な事故につながりやすいと考えられる（図
５)。 

致死率を比較すると、ヘルメット着用時に比べ非着用時の致死率は令和４年は約 2.6 倍であった(図
６)。 

ヘルメット着用の死傷者の年齢別の推移より、全年齢のヘルメット着用率は、令和４年で 9.9%と 10 年
前の平成 24 年の 7.9%からあまり変わっていない。令和４年の年齢別の着用率をみると、中学生は
39.1％、次いで小学生は 25.0％と他の年齢に比べて着用率は高く、年々上がっているが、高校生になると
7.5％と、ほとんど着用しなくなっている (図７)。  

 

 

図４ 相手当事者別自転車乗用中の死者数(第１・第２

当事者)の推移※ 
図５ ヘルメット非着用の自転車乗用中死者・負傷者の人

身損傷主部位別比較【令和３年】 
 

 
 

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bunseki/nenkan/040303R03nenkan.pdf
https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/bunseki/nenkan/050302R04nenkan.pdf
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図６ ヘルメット着用状況別の致死率比較【令和４年】 図７ ヘルメット非着用者率（死傷者）の推移 
 
※  「第１当事者」とは、最初に交通事故に関与した車両等（列車を含む。）の運転者又は歩行者のうち、当該交通事故におけ

る過失が重い者をいい、また過失が同程度の場合には人身損傷程度が軽い者をいう。第 1 当事者の相手方が「第 2 当事者」
となる。 
引用元：警察庁 https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/yougo.html  
（一財）日本損害保険協会 https://www.sonpo.or.jp/about/useful/kousaten/2007/ruikei_kaisetsu.html 

（別添２） 

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/yougo.html
https://www.sonpo.or.jp/about/useful/kousaten/2007/ruikei_kaisetsu.html
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イ 警視庁（東京都内のデータ） 
警視庁は、都内の交通事故について、HP 上に「都内自転車の交通事故発生状況」として、過去 5 年分の

データを年単位で掲載している。※ また、警視庁のホームページにて、年ごとにデータをとりまとめた「交
通事故の発生状況等について」を公表している。 

上記のデータほかより、自転車事故、特にヘルメットが関係する内容を抜粋する。 
交通事故件数、死者数、負傷者数ともに、毎年減少傾向であるが、年によって若干ばらつきがある (表

４)。令和 4 年の交通事故件数は 30,170 件、うち自転車事故は 15,276 件、死者数は 132 人、自転車による
死者 30 人であった。 

また、都内の自転車事故の特徴として、「自転車関与率」が全国より高いことが指摘されている。「自転
車関与率」とは、交通事故全体に占める自転車関与事故の割合を示すもので、自転車の関与事故件数とは、
自転車乗用者が第 1 又は第 2 当事者となった事故件数であり、自転車相互事故は 1 件として計上している。
自転車関与率は年々増加しており、2022 年は 46.0%であった。 
 

表４ 都内の交通事故の推移 

 
※警視庁・警察庁ほかデータから作成（空欄はデータなし） 

 

 
図８ 都内の自転車乗車中の事故の死者数の推移（警視庁データから作成） 

 

※ 警視庁「都内自転車の交通事故発生状況」https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei_jokyo/bicycle.html 

https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei_jokyo/bicycle.html
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(2) 消防 
該当するデータ等は確認できなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 消防 
ア 東京消防庁（東京消防庁管内(≒東京都内)のデータ） 

東京消防庁は、HP 上に毎年「救急活動の現況」を掲載※しており、その資料で「交通事故の事故発症時
動作別の搬送人員」が報告されている。 
 直近 5 年の交通事故で、事故発症時動作が「自転車乗車で受傷」の搬送人員は次のとおり。 
 

東京消防庁管内の交通事故のうち事故発症時動作が「自転車乗車で受傷」の搬送人員数 
（東京消防庁データから作成） 

年齢層（歳） 
合計 

0-2 3-5 6-14 15-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-64 65-69 70-74 75- 

2017 年 353 443 1,771 1,400 2,349 2,412 2,827 2,464 1,077 1,542 1,300 2,816 20,754 

2018 年 327 454 1,571 1,355 2,199 2,370 2,652 2,516 1,038 1,432 1,422 2,955 20,291 

2019 年 281 440 1,461 1,281 1,949 2,018 2,558 2,506 997 1,224 1,461 3,031 19,207 

2020 年 196 342 1146 1021 1,634 1,891 2,282 2,353 897 1059 1300 2783 16,904 

2021 年 236 355 1301 1051 1,845 1,922 2,275 2,386 902 910 1328 2788 17,299 

合計 1,393 2,034 7,250 6,108 9,976 10,613 12,594 12,225 4,911 6,167 6,811 14,373 94,455 

 
また、東京消防庁は、HP 上に毎年「救急搬送データから見る日常生活事故の実態」として、日常生活の

事故件数及び分析したデータを掲載している。※ 
自転車で「ころぶ」事故は、幼児及び成人でそれぞれ事故要因ごとの上位を占めていた。なお、ヘルメッ

トの装着の有無の記載はないため、本報告からは不明である。令和３年のデータより「落ちる」、「ころぶ」
などの事故種別ごとの事故発生の上位の要因として、自転車の記載があったものは以下のとおりであった。 
・「落ちる」事故で、要因が「自転車の補助イス」 

１歳 36 人（１歳の「落ちる」事故で３位）、２歳 29 人（３位）、3～5 歳 76 人（２位） 
・「ころぶ」事故で、要因が「自転車」 

３～５歳 31 人（5 位）、19～64 歳 332 人（３位）、65 歳～572 人（３位） 
・（参考）「はさむ・はさまれる」事故で要因が「自転車」 

６～12 歳 21 人（１位）、13～18 歳３人（３位） 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 東京消防庁「救急活動の現況 平成２９年、平成３０年、令和元年、令和２年、令和３年」 

https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/hp-kyuukanka/katudojitai/ 
※ 東京消防庁「救急搬送データから見る日常生活事故の実態 令和３年」 

https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/lfe/topics/nichijou/kkhdata/data/r3all.pdf#page=1 

https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/hp-kyuukanka/katudojitai/
https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/lfe/topics/nichijou/kkhdata/data/r3all.pdf#page=1
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(3) その他（警察、消防以外） 
 省庁間全国道路交通安全観測所（Observatoire national interministériel de la sécurité routière、略称ONISR）※の
「フランスにおける2022年交通事故」（Accidentalité routière 2022 en France）と題する報告書によると、自転車事故
による死亡者と重傷者の数の推移については、以下のとおりである。 
 

年 死亡者数 

（事故発生日から 30 日

以内に死亡した者） 

重傷者数 

（推定値） 

2017 173 2,259 
2018 175 2,302 
2019 187 2,314 
2020 178 2,314 
2021 227 2,709 
2022   245※※ 2,628 

2019 年から 2022 年にか

けての増減数 

+58 +314 

対 2019 年比での増減率 +31.0% +13 .6% 
 
 2022年に発生した交通事故（自転車が関与するものに限らず）による負傷者の数は65,430人であった。このデータ
は警察あるいは憲兵隊（軍に属する警察機構）が保有する事故情報によるものであるが、軽傷の場合は必ずしも事故
について警察や憲兵隊に通報されるとは限らないため、実際の負傷者数はこのデータよりはるかに多いと想定され、
ギュスターヴ・エッフェル大学による推計では236,834人とされる。 
また同年の交通事故の重傷者の数（推定値）は15,956人、死亡者（事故発生から30日以内に死亡した者）の数は3,267
人であった。 
 2022年の自転車事故による死亡者は245人で、それが同年の交通事故全体の死亡者（3,267人）に占める割合は
7.5%、また自転車事故による重傷者2,628人が交通事故全体のそれ（15,956人）に占める割合は16.5%である。 
 自転車が関与する交通事故の死亡者245人のうち男性は213人である。また死亡者の年齢をみると、65歳以上の者が
47%を占めている。 
 自転車事故は市街地、市街地ではない場所のいずれにおいても増える傾向にある。2022年に市街地で発生した自転
車事故で死亡した者の数は109人※※で、2019年比で20 %増加している。市街地で発生した自転車事故の重傷者の数に
ついても、2019年比で9 %増となっている。 
 市街地以外の場所で発生した自転車事故による死亡者の数は135人※※で、これは2019年比でみると44 %増である。
また重傷者も同年比で20 %増えている。 
 自転車事故の重傷者は市街地で発生した事故に多くみられ、特に25歳から54歳までの者の割合が多い。これに対し
自転車が関与する死亡事故は市街地ではない場所で多く発生しており、特に55歳以上の者の割合が多い。 
 新型コロナ感染症の発生以来、公共交通を避けて徒歩や自転車、キックボード、バイクで移動する者が増えたこと
に伴い、歩行者や自転車、キックボード及びバイクの利用者が交通事故の被害者になるケースが増えている。 
https://www.onisr.securite-routiere.gouv.fr/sites/default/files/2023-
06/2023%2005%2031_ONISR_Accidentalit%C3%A9_Bilan_d%C3%A9finitif_2022_vMS_vOM_31%20mai%2018h00.
pdf 

(3) その他（警察、消防以外） 
 ア 事故情報データバンクシステム 

事故情報データバンクシステムでは、消費者庁や消費生活センター、国民生活センターなど、行政機関
や地方公共団体、その他の関係機関が保有している消費生活において生じた事故等の情報を蓄積している。 

自転車（スポーツタイプも含む）用のヘルメットの記載がある事故事例は計 38 件※（このうち都内での
発生は 7 件※）確認できた。 

小さな子供やスポーツタイプの自転車での事例が多かったため、多くの事例ではヘルメットを装着して
いた。また、ヘルメットを装着していたケースでは頭には大きなけががなかったとの報告が多く見られた
が、未着用の事例の中には大きなケガと思われるケースも見られた。また相談の主訴がヘルメットの安全
性に関するものは計 9 件、うち 3 件はひもの安全性に関するものであった。 

相談内容からわかる範囲で、事故内容を分類したものを下に示す。 
*子供/スポーツタイプのヘルメット製品、親子で乗車中子供のみ着用も含む。 

ヘルメットの 
安全性に関する
相談 
9 件 

ヘルメット本体 
6 件 

・転倒時に子供がヘルメットのふちで頭を切った ３件 
・着用して走行中に転倒、脳挫傷の後遺症が残った １件 
・ヘルメットの内側の緩衝材が短期間の使用で外れた １件 
・一度道路に落としたら破損した １件 

ヘルメットのひも 
3 件 

・走行中に転倒し、ヘルメットのひもが破断 １件 
・ひもの接触による皮膚の炎症 １件 
・ひもの摩擦による消耗 １件 ※ 国民生活センター調査済※ 

それ以外の相談
(自転車等) 
29 件 

ヘルメット着用* 
24 件 

・走行中の部品破断により転倒。9 件 
・走行中の制御不能により転倒。7 件 
・走行中の部品外れにより転倒。2 件 
・走行中に転倒。1 件 
・補助座席ごと子供が落下。４件 
・（子供のみ乗せたまま）停止時に子供ごと転倒。1 件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ https://www.jikojoho.caa.go.jp/ai-national/（※行政用ページで令和 4 年 2 月 3 日に検索）検索条件「フリーワード =ヘル

メット」で検索し、この中から自転車のヘルメットである旨の記載ある事故事例を抽出した。 
※ 発生場所が東京都の記載があった事例。 
※ 国民生活センターHP 2013 年 10 月公表：相談解決のためのテスト > 自転車用ヘルメット（子ども用） 

https://www.kokusen.go.jp/kujo/data/k-201310_20.html 
 

https://www.onisr.securite-routiere.gouv.fr/sites/default/files/2023-06/2023%2005%2031_ONISR_Accidentalit%C3%A9_Bilan_d%C3%A9finitif_2022_vMS_vOM_31%20mai%2018h00.pdf
https://www.onisr.securite-routiere.gouv.fr/sites/default/files/2023-06/2023%2005%2031_ONISR_Accidentalit%C3%A9_Bilan_d%C3%A9finitif_2022_vMS_vOM_31%20mai%2018h00.pdf
https://www.onisr.securite-routiere.gouv.fr/sites/default/files/2023-06/2023%2005%2031_ONISR_Accidentalit%C3%A9_Bilan_d%C3%A9finitif_2022_vMS_vOM_31%20mai%2018h00.pdf
https://www.jikojoho.caa.go.jp/ai-national/
https://www.kokusen.go.jp/kujo/data/k-201310_20.html
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※ 省庁間道路交通安全委員会の長の直轄の組織で、交通事故に関するデータの収集・統合及び道路安全についての分析を行う。交通事故

に関する情報は、警察や憲兵隊によりデータ登録された後、省庁間全国道路交通安全観測所に転送される。 

※※ 2022年に市街地で発生した自転車事故による死亡者の数である109人に、同年、市街地以外の場所で発生した自転車事故による死

亡者の数である135人を加えると244人となる。表上に記載の2022年における自転車事故による死亡者数（245人）と合致しないが、その

理由については不明である。 

 

 

 
(4) 死亡・重症事故事例 
以下、最近発生した自転車利用者の死亡・重傷事故の例を挙げるが、いずれも自転車利用者がヘルメットをかぶって
いたかどうかについての情報はない。 
 

 2023年６月13日の午後にパリ14区で自転車がトラックに衝突し、そのショックで自転車に乗っていた女性が両脚
を切断される重傷を負った。 

 2023年6月7日の正午過ぎにサン・タマン・レ・ゾー市で、自転車で中学校から帰宅中の11歳の男児がスクールバ
スと衝突し、タイヤの下敷きになって死亡した。 

 2023年3月29日の午後クレルモン・フェラン市内の交差点で、右折しようとしたトラックの死角に入った自転車に
乗った男性がトラックの下敷きとなり、病院に運ばれた。この69歳の男性は消防隊員により大学病院に運ばれた
が、脚に大けがを負っており、治療のため人工的な昏睡状態に置かれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) 死亡・重症事故事例 
事故事例に関しては、今後、

東京消防庁等へ救急搬送事例
等を照会予定。 

参考事例として、努力義務化
後に発生した自転車同士の衝
突事故によるヘルメット未着
用者の死亡事故を掲載する。 
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調査票 回答例（日本） 
７ 自転車乗車中の事故防止（特にヘルメットが関連するもの）のための、各国の取組、啓発活動等 

Prevention of accidents caused by bicycle helmets Efforts of each country, educational 
activities, etc. to prevent accidents while riding a bicycle (especially those related to 
helmets) 

 
(1) 調査、商品テスト 
○消費者団体連合UFC-Que choisir 
約150の消費者団体の連合会であるUFC-Que choisir（各種商品に関する調査、品質テスト、訴訟、ロビー活動等を
その活動とする）は、異なるメーカーの自転車用ヘルメットの品質テストを行い、その結果を比較したものを同連
合会が発行している雑誌（紙版あるいはデジタル版で有料）で紹介している。 
https://www.quechoisir.org/comparatif-casques-velo-n67/ 
https://www.quechoisir.org/comparatif-casques-velo-pour-enfants-n44928/ 
 
○60 millions de consommateurs 
60 millions de consommateurs は国の公施設法人である国立消費研究所（Institut national de la consommation、略
称 INC）が発行する雑誌で、2018 年には児童用自転車ヘルメットの品質テストの結果の比較が紹介された（記事に
アクセスするには紙版あるいはデジタル版の雑誌を購入しなければならないため、結果については不明）。 
https://www.60millions-mag.com/2018/04/15/test-de-casques-velo-enfants-11797 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 自転車乗車中の事故防止（特にヘルメットが関連するもの）のための、各国の取組、啓発活動等 
 
 
 
 
(1) 調査、商品テスト 

○独立行政法人 国民生活センター 
2013 年に公表した、消費相談に対応したテスト概要を公表している。※ 

約 1 カ月前に購入した自転車用ヘルメットのあごひもが損傷した原因を調べてほしいという相談に対し、
苦情品は面ファスナーのフック面の一部が露出しやすいうえ、あごひもの織密度が低かったために、面ファ
スナーのフック面に引っかかりやすく、あごひもが繰り返しフック面に引っかかることにより、縁がほつれ
ていったものと考えられた。 
 

  ○東京都生活文化スポーツ局 
平成 16 年度の商品等の安全対策に関する協議会（現商品等安全対策協議会）で「自転車の安全性確保に

ついて」を取り上げている。※ この時に東京都消費生活調査員に対するアンケート調査を行っており、「幼
児用ヘルメット」を家族で使用したり、親戚、知人で使用している者がいるのは合わせて 12.6%、使用して
いるのを見たことがあるを含めても 42.6%という状況であった。 

 
また、平成 20 年度の商品テストで「幼児用自転車ヘルメット」を調査している。※ 平成 20 年 6 月から

は、道交法改正により児童・幼児に対する自転車乗車時（同乗時を含む）のヘルメットの着用努力義務が導
入されるタイミングで行ったものである。 

アンケート調査でヘルメットの着用実態や幼児の自転車事故の経験等を把握し、ヘルメットの SG 基準
に準拠した性能テストや表示調査を実施した。さらに、ヘルメットの有無による転倒衝撃の違いを調べるた
め自転車転倒テストを行った。報告書の結果を抜粋していかに示す。 

  ・アンケート調査結果 
幼児座席乗車時の子供が「ケガをしたことがある」のは回答者の 12%、自転車に単独で乗車した子供

が「ケガをしたことがある」のは 28％であった。着用努力義務は 86%が知っており、77%は「幼児ヘル
メットを持っている」が、乗車時に「必ずかぶせる」のは 55%であった。持っている幼児ヘルメットは、
SG 規格品が 88%、海外規格品（CE）が 9%、安全規格表示なしの商品が約 6%であった。 

・ヘルメットの性能、表示調査 
海外規格品は、ほとんどが性能面で SG マーク付商品と変わりなかったが、使用上の注意事項が日本語

で記載されておらず、わかりにくいものがあった。また、多くの製品には遊び場ではヘルメットを着用し
てはいけないとの警告表示（英語）があった。 

安全規格表示のないヘルメットの中には、衝撃吸収性やあごひもの性能が劣り、頭部の保護効果が低い
ものがあった。 

※ 国民生活センターHP 2013 年 10 月公表：相談解決のためのテスト > 自転車用ヘルメット（子ども用） 
https://www.kokusen.go.jp/kujo/data/k-201310_20.html 

※ 東京都生活文化スポーツ局 東京くらし web  東京都商品等安全対策協議会 「自転車の安全性について」 
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/kyougikai/h16/  

※ 東京都生活文化スポーツ局 東京くらし web 商品テスト「幼児用自転車ヘルメット」  
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/test/helmet_press.html 

https://www.quechoisir.org/comparatif-casques-velo-n67/
https://www.quechoisir.org/comparatif-casques-velo-pour-enfants-n44928/
https://www.60millions-mag.com/2018/04/15/test-de-casques-velo-enfants-11797
https://www.kokusen.go.jp/
https://www.kokusen.go.jp/kujo/data/k-201310_20.html
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/kyougikai/h16/
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/test/helmet_press.html
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  ・自転車の転倒テスト 
子供が幼児座席に乗った停車時の自転車が転倒した場合、ヘルメット着用により頭部に生ずる衝撃は

緩和されるが、帽子では緩和されなかった。 
 
 ○NPO 法人・Safe Kids Japan 

2016 年 5 月に今年同年 5 月、東京都国分寺市での自転車事故（乳児をおんぶした保護者が自転車で車道を
横断中に車と衝突し、頭を強打した乳児が死亡）を受けて実験を行った。※ 
 実験では、6 カ月児ダミーをおんぶひもで背負った大人の女性ダミーがまたがった自転車を、止まった状態
から少し前に押し出すようにして横に倒し、頭部損傷基準値（HIC※ ）を計測した。 

その結果、6 カ月児が骨折するとされる衝撃の基準値を約 7～17 倍上回る結果となった。また、前抱っこ状
態でも同様の実験を行い、別の数値を使ったところ、おんぶ状態とほぼ同じ力が頭に加わることがわかった、
とのことであった。 
 
○国立研究開発法人 産業技術総合研究所※ 
 (詳細時期不明であるが、2013 年あたりと思われる)金沢大学と共同で、ヘルメットの有効性を検証する実
験を行い、子供ダミーが自転車用チャイルドシートに座った状態で、自転車が転倒した場合の頭部傷害基準
値の測定等を行った。 

①へルメット非着用でヘッドレストなしの自転車用チャイルドシート(一般軽快車＋チャイルドシートハイ
バック無)の場合は、転倒時に頭部が直接打撃しており、また頭部傷害基準値は、全て骨折基準（3 歳児 
HIC>1000）を大幅に超え、おおきなケガを負う可能性が想定された。一方、②へルメット着用でヘッドレ
ストありの自転車用チャイルドシート(幼児 2 人同乗用専用自転車(チャイルドシートハイバック付))の場合
は、全て骨折基準を下回り、チャイルドシートのヘッドレストおよびヘルメットによる衝撃の吸収効果が確
認できた。 

さらに、転倒実験で得られた衝突速度・角度などのデータをもとにして、頭蓋骨骨折の予防効果をシミュ
レーションで検証したところ、①の場合の場合、頭蓋骨骨折を起こすに十分な衝撃力が広い範囲にわたって
作用しているが、②の場合には、比較的軽微な衝撃力が、接触した部分を中心とした限られたエリアで作用
したことからヘルメットの有用性が確認された。 

 
 
 
 
※ With news （朝日新聞社が運営するニュースサイト）2016 年 12 月 7 日「超危険！おんぶ自転車、衝撃の実験結果「無いと

困る…」悩む保護者」https://withnews.jp/article/f0161207002qq000000000000000W04z10701qq000014367A 
朝日新聞デジタル 2017 年 12 月 27 日「おんぶ自転車「超危険」判定 転倒の衝撃、恐ろしい数値」
https://www.asahi.com/articles/ASKDP42VXKDPUUPI002.html  

※ HIC：頭部損傷基準値。衝突や転倒による衝撃が脳に及ぼす影響度を示す目安。幼児では HIC が 570 以上の場合、頭蓋骨骨
折となる可能性がある。HIC が 700～2,500 になると死亡する可能性がある。 

※ Hug Kum(はぐくむ) 小学館 2018 年 6 月 20 日「子供の安全をヘルメットで守ろう！事故死を防ぐデザイン、サイズなど選
び方の基準は？」https://hugkum.sho.jp/10109 

   プレスリリースサイト 共同通信 PR Wire「自転車事故から子どもを救うチャイルドメット」2014 年 4 月 1 日 株式会社 
オージーケーカブト https://kyodonewsprwire.jp/prwfile/release/M102520/201404019574/_prw_OA1fl_gwo8WqV8.pdf 

   200125-SKJ リーダー養成講座-交通安全-西田-配布用.pptx https://jimdo-storage.global.ssl.fastly.net/file/9183d8c6-8b50-
47d8-86d8-9f43726edf83/%E4%BA%A4%E9%80%9A%E4%BA%8B%E6%95%85.pdf 
 

https://safekidsjapan.org/
http://www.aist.go.jp/
https://withnews.jp/article/f0161207002qq000000000000000W04z10701qq000014367A
https://www.asahi.com/articles/ASKDP42VXKDPUUPI002.html
https://hugkum.sho.jp/10109
https://jimdo-storage.global.ssl.fastly.net/file/9183d8c6-8b50-47d8-86d8-9f43726edf83/%E4%BA%A4%E9%80%9A%E4%BA%8B%E6%95%85.pdf
https://jimdo-storage.global.ssl.fastly.net/file/9183d8c6-8b50-47d8-86d8-9f43726edf83/%E4%BA%A4%E9%80%9A%E4%BA%8B%E6%95%85.pdf
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 ○一般社団法人日本自動車連盟（JAF） 
2016 年 8 月に自転車の単独・転倒事故の危険性、自転車同士の出会い頭衝突について試験を行い、結果公

表及び実験動画等での注意喚起を行っている（表５）。※ 
 

表５ JAF ユーザーテスト自転車試験結果 
テーマ 試験内容・方法 結果 

自
転
車
の
単
独
・
転
倒
事
故
の
危
険
性 

学生がヘルメットのあごひもを締めない誤っ

た着用で走行中に障害物を乗り越えて転倒し

た時の頭部への衝撃 

方法：自転車を台車に設置し、時速 20km で牽

引。高さ 10cm の縁石の直前で台車から切り離

して縁石を乗り越えさせる 

ヘルメットのあごひもを締めない誤った着用では、

前輪が縁石を乗り越える衝撃でヘルメットが脱落

し、 身体を自転車に打ちつけたあと、頭部から地面

に落下した。 

子供が停止状態で転倒した際の頭部損傷基準

値（HIC※ ）をヘルメットの有無で比較 

方法：子供ダミーを乗せた自転車を停止状態か

ら転倒させ、HIC を計測 

「ヘルメットあり」の HIC が 300 以下だったのに対

し、「ヘルメットなし」では、生命に危険を及ぼす 900

近くになった。停止時の転倒でも、ヘルメットを着

用していないと約 3 倍も HIC が高くなる。 

自
転
車
同
士
の
出
会
い
頭
衝
突 

母子 3 人が乗る自転車（幼児 2 人同乗基準適合

車）と男性が乗る自転車が出会い頭衝突した際

の HIC をヘルメットの有無で比較 

方法：2 台の自転車を各台車に設置し、時速

20km で牽引し、衝突ポイントの直前で台車か

ら切り離して衝突させる 

後席子供ダミーと母親ダミーの頭部にセン

サーを設置し、HIC を計測 

後席子供ダミーの「ヘルメットなし」の HIC が

15,000 を超え、「ヘルメットあり」と比べて約 17 倍

もの高い数値になった。衝突された際に進行方向右

側に振られた後、逆側への揺り戻しで勢いがつき、

地面に頭部が叩きつけられたことで衝撃が大きく

なったと思われる。 

※母親ダミーはヘルメットの有無にかかわらず、

HIC は 200 台だったが、自転車の事故や転倒の形態

は状況によって異なるため、受傷部位や衝突対象で

結果が変わることがある。 

 
○特定非営利活動法人自転車活用推進研究会 

「自転車ヘルメット委員会 プレスリリース（2020 年 8 月 3 日）」の中で、R2 年 7 月に自転車ヘルメッ
ト委員会が行ったインターネットアンケート調査を公表している。 

ヘルメット着用状況は全年齢で 11.2%であった。2008 年の改正による、道路交通法による着用義務であ
る 13 歳未満については 63.1%（1～6 歳 67.3%、7～12 歳 61.3%）と高い割合であった。一方で着用義務
の認知は、全年齢で 29%、13 歳未満の保護者は 32％と低い値であった。 

 
 
 
※ 一般社団法人日本自動車連盟 JAF ユーザーテスト 

「自転車の単独・転倒事故の危険性」https://jaf.or.jp/common/safety-drive/car-learning/user-test/bicycle/falling  
「自転車同士の出会い頭衝突」https://jaf.or.jp/common/safety-drive/car-learning/user-test/bicycle/head-on-collision  

※ HIC：頭部損傷基準値。衝突や転倒による衝撃が脳に及ぼす影響度を示す目安。幼児では HIC が 570 以上の場合、頭蓋骨骨折
となる可能性がある。HIC が 700～2,500 になると死亡する可能性がある。 

 

https://www.cyclists.jp/archive/pdf/helmet.pdf
https://jaf.or.jp/common/safety-drive/car-learning/user-test/bicycle/falling
https://jaf.or.jp/common/safety-drive/car-learning/user-test/bicycle/head-on-collision
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(2) ヘルメット着用推進の注意喚起や取組 
 
ア 行政・相談機関等 

○政府 
2017 年 3 月 22 日から 12 歳未満の児童の自転車ヘルメット着用が義務付けられたことに伴い、フランス政府は新聞
雑誌で保護者向けにヘルメットの着用が義務であるだけでなく、子ども達の安全のために必要なものであることを
アピールするために、自転車事故防止の広告キャンペーンを実施した。 
https://www.securite-routiere.gouv.fr/les-medias/nos-campagnes-de-communication/sans-casque-velo-votre-
enfant-risque-plus-quun-bobo 
キャンペーン広告のコピー：「自転車用ヘルメットがないと、あなたのお子さんはちょっとしたケガだけでは済まな
いかもしれません。」 
 
政府は自転車の安全に関する啓発のため、定期的に国民向けの広報キャンペーンを実施している。2023 年のキャン
ペーンは 5 月 23 日に始まったが、そのために道路交通安全委員会（交通事故を減らすための国の道路交通安全政策
を実施する、内務省の附属機関）は SNS 上でキャンペーンに参加してくれる自転車利用者を募り、全国から約 300
人の応募を得た。そしてその中から 8 人が選ばれ、それぞれの写真に自転車利用の安全のための異なるアドバイスの
メッセージが付け加えられる形で広告ポスターが作成された。自転車用ヘルメットの利用に関しては、アドバイス４
に「どんな状況でもヘルメットはかぶる」と書かれている。8 種のポスターは約 70 都市の市街地の入り口や、バス
の車体の後部に設置されている。 
https://www.securite-routiere.gouv.fr/8-conseils-de-cyclistes-chevronnes-decouvrir-dans-la-nouvelle-campagne-de-l 
 
また政府は交通安全に関するサイトのページで、自転車用ヘルメットに関する情報を提供し、ヘルメットの着用を奨
励している。 
https://www.securite-routiere.gouv.fr/casque-et-protections-velo 
 
○パリ市 
パリ市の HP には自転車に乗る際に気をつけることついてのページが設けられている。なおヘルメットについては、
12 歳未満の児童はヘルメットの着用が義務つけられているということのみが書かれている。 
 
○ナント市 
ナント（Nantes）市はそのサイトの「自転車に関してすること（してはいけないこと）10 項目」というページに「バ
イクとは異なり、自転車利用者はヘルメットをかぶる義務を負いません。しかしヘルメットをかぶることで命に関わ
る場合もある頭部損傷のリスクを 65 %減らすことができるので、ヘルメットの利用が推奨されます。また 12 歳未
満の児童については、2017 年 3 月 22 日からヘルメット着用が義務付けられています。この義務は児童が自転車に
乗る際に課されるもので、児童の監督義務者である大人は児童がヘルメットをかぶらない場合には 135 ユーロ（場
合により 90 ユーロに減額あるいは 375 ユーロに増額）の反則金を支払わなければなりません。」という情報を掲載
している。 
https://metropole.nantes.fr/securite-velo#serviceTocEntry0 
 
 

(2) ヘルメット着用推進の注意喚起や取組 
 
ア 行政・相談機関等 
○消費者庁 

  子どもを乗せた幼児用座席付自転車の転倒注意喚起は「子ども安全メール from 消費者庁」 等で年五回程
度は行っているが、自身が運転する際のヘルメット着用等についての消費者向けの注意喚起は確認できなかっ
た。 
 
○国民生活センター 

2019 年 4 月 23 日:公表「子どもサポート情報 第 141 号」自転車に乗るときは必ずヘルメットを！ 
https://www.kokusen.go.jp/mimamori/kmj_mailmag/kmj-support141.html 

 
 ○東京都生活文化スポーツ局消費生活部 

2009 年 3 月 26 日「子供を自転車に乗せるときは、必ずヘルメットをかぶらせましょう！」 
※商品テスト「幼児用自転車ヘルメット」公表時の注意喚起 
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/test/helmet_press.html 

 
○東京都生活文化スポーツ局都民安全推進部 

東京都では、生活文化スポーツ局都民安全推進部（旧 青少年・治安対策本部／都民安全推進本部）が、交
通安全等の管轄である。自転車総合対策として、外部会議や対外的なイベントなどをはじめ、自転車安全利用
の促進を行い、継続して自転車用ヘルメット普及啓発にも取り組んでいる。 

 
自転車用ヘルメット普及啓発 
◇注意喚起リーフレット・動画等 
・リーフレット 

R4 年度（着用努力義務）、H29 年度（児童・保護者、高齢者、スポーツタイプ利用者向けの３種）、 
平成 28 年度（高校生用、高齢者用） 

・動画（H30 年度） 
・コンテンツ（Ｈ28 年度、配信終了） 
 
◇ヘルメット着用推進の取組※ 
・自転車用ヘルメット贈呈 
（一社）日本ヘルメット工業会から ヘルメット着用モニター校への自転車用ヘルメットの無償提供 

Ｈ27 年度 東京都立松が谷高等学校、Ｈ28 年度 東京都立田無工業高等学校 200 個 
・知事と学ぶ自転車安全利用教室の開催・ヘルメット贈呈（H29 年度） 

杉並区の方南隣保館保育園（モデル保育園）、au 損害保険株式会社からヘルメットを寄贈 
 ・モデルセンターの指定 

会員に通勤時や移動時に、ヘルメットの着用をお願いしている。自転車シミュレータを活用した交通安全教
室を行うなど、高齢者の自転車安全利用やヘルメット着用に向けた取組を実施 
Ｈ28 年度 小平市シルバー人材センター、Ｈ29 年度 北区シルバー人材センター 

 
※ 東京都生活文化スポーツ局都民安全推進部 自転車用ヘルメット普及啓発 

https://www.securite-routiere.gouv.fr/les-medias/nos-campagnes-de-communication/sans-casque-velo-votre-enfant-risque-plus-quun-bobo
https://www.securite-routiere.gouv.fr/les-medias/nos-campagnes-de-communication/sans-casque-velo-votre-enfant-risque-plus-quun-bobo
https://www.securite-routiere.gouv.fr/8-conseils-de-cyclistes-chevronnes-decouvrir-dans-la-nouvelle-campagne-de-l
https://www.securite-routiere.gouv.fr/casque-et-protections-velo
https://metropole.nantes.fr/securite-velo#serviceTocEntry0
https://www.kokusen.go.jp/mimamori/kmj_mailmag/kmj-support141.html
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/anzen/test/helmet_press.html
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https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/anzennriyou-sokushin/jitensyahelmet/index.html 
 
また、都の自転車政策・条例として「東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」を所管してい

る。※ 同条例の第十九条で「自転車利用者は、反射材、乗車用ヘルメットその他の交通事故を防止し、又は交
通事故の被害を軽減する器具を利用するよう努めるものとする。」との記載がある。条例施行規則では、消費
者についてではないが、自転車貨物運送事業者の登録に係る基準として、「九 運送用自転車を利用する従業者
が、反射材及び乗車用ヘルメットを利用する体制を確保すること。」との記載がある。 

 
対事業者への取り組み 
◇自転車関連事業者の登録制度※ 

上記の条例に基づき、自転車の安全利用に関する基準に適合している事業者の登録を行っている。 
登録対象事業者は、メッセンジャー・自転車便（自転車貨物運送事業者）、自転車タクシー（自転車旅客運送
事業者）、レンタサイクル（自転車貸付事業者）である。 

登録時の提出書類の記載事項に「従業者が反射材及び乗車用ヘルメットを利用する体制を確保するために
講じている措置」がある。 

 
◇自転車安全利用推進事業者制度※ 

令和２年 2 月に施行した改正後の条例により、事業者の責務として、自転車安全利用に向けた従業員の研
修等を行う「自転車安全利用推進者」を選任することが新たな努力義務となったため、自転車安全利用推進者
を選任して安全利用の取組を推進する事業者を「自転車安全利用推進事業者」とし、HP への事業者名掲載ほ
か様々な支援を実施している。対象事業者は、自転車を事業で使用している事業者、従業員の通勤に自転車使
用を認めている事業者である。 

届出にあたってヘルメットについて直接の記載はないが、実施要項の中で優良推進事業者を表彰する際の
条件に、「自転車を利用する従業者に対し、自転車用ヘルメットの着用及び損害賠償保険への加入を働きかけ
ていること、事業用自転車に自転車用ヘルメットを備え付けること」がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 都民安全推進部 自転車用ヘルメット普及啓発「東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」について 

https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/seisaku-jyourei/jitensha-jourei/index.html  
※ 都民安全推進部 自転車関連事業者の登録制度 

https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/seisaku-jyourei/jitensha-touroku/index.html  
※ 都民安全推進部 自転車安全利用推進事業者制度 
   https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/anzennriyou-sokushin/jitensha-
jigyosha/index.html 

https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/anzennriyou-sokushin/jitensyahelmet/index.html
https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/seisaku-jyourei/jitensha-jourei/index.html
https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/seisaku-jyourei/jitensha-touroku/index.html
https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/anzennriyou-sokushin/jitensha-jigyosha/index.html
https://www.tomin-anzen.metro.tokyo.lg.jp/kotsu/kakusyutaisaku/jitensha/anzennriyou-sokushin/jitensha-jigyosha/index.html
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イ 民間 
○消費者団体連合UFC-Que choisir 
約150の消費者団体の連合会であるUFC-Que choisir（各種商品に関する調査、品質テスト、訴訟、ロビー活動等を
その活動とする）は、そのHPで大人用と子ども用の自転車ヘルメットの材質や安全に関する情報及び購入の際のア
ドバイス等を紹介している。 
https://www.quechoisir.org/guide-d-achat-casques-velo-adultes-n54277/ 
https://www.quechoisir.org/guide-d-achat-casques-de-velo-enfants-n45772/ 
 
○総合スポーツ用品専門店DECATHLON 
総合スポーツ用品専門店大手のDECATHLONは、HPで自転車用ヘルメットの購入の際に重視するべきポイント
や、ヘルメットの正しいかぶり方、手入れ方法、買い替え時などについての情報をビデオと共に紹介している。 
https://www.decathlon.fr/c/htc/bien-choisir-son-casque-de-velo_9e590e51-180a-4bac-b764-f5244c4fb8d5 
 
○保険会社Groupama 
HPで自転車用ヘルメットの着用に関する現行制度、現在自転車の利用にあたって使用が義務付けられている備品、
ヘルメットをかぶらずに事故に遭った場合のリスク、ヘルメットをかぶることのメリット、ヘルメットの選び方に
ついて情報を提供している。 
https://www.groupama.fr/assurance-velo/conseils/casque-obligatoire/ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 民間 
○au 損害保険株式会社 

自転車の安全利用を促進するための啓発活動、安全教育を行っている。自転車保険収益の一部を拠出し、都
内の高校に自転車用ヘルメットを贈呈するなどしている。※ 

また、自転車向け保険の「ヘルメット着用中補償」について、SG 基準など、所定の安全基準に適合してい
る自転車用ヘルメットを正規の方法で着用している場合に限るなどしている。※ 

 
 ○株式会社オージーケーカブト 

自転車ヘルメットのメーカーである、オーケージーカブトは HP で消費者向けにヘルメットの重要性や選
び方・使い方などを示している。製品の安全基準認証品リストの提示や、調査・商品テスト・注意喚起の協力
等も行っている。 

  https://www.ogkkabuto.co.jp/hg/ind.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ au 損保 東京都との協定に基づき都立高等学校の生徒にヘルメットを贈呈 

https://www.au-sonpo.co.jp/corporate/news/detail-322.html 
※ au損保FAQ 

https://faq.au-sonpo.co.jp/faq_detail.html?id=10444&category=24&page=1 

https://www.quechoisir.org/guide-d-achat-casques-velo-adultes-n54277/
https://www.quechoisir.org/guide-d-achat-casques-de-velo-enfants-n45772/
https://www.decathlon.fr/c/htc/bien-choisir-son-casque-de-velo_9e590e51-180a-4bac-b764-f5244c4fb8d5
https://www.groupama.fr/assurance-velo/conseils/casque-obligatoire/
https://www.ogkkabuto.co.jp/hg/ind.html
https://www.au-sonpo.co.jp/corporate/news/detail-322.html
https://faq.au-sonpo.co.jp/faq_detail.html?id=10444&category=24&page=1
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調査票 
８ その他 

others 
（１～７の調査内容以外で、自転車用ヘルメットについてお気づきの点等ありましたらご記入ください） 
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【参考資料】 

 
１ 構造、材質等1 

へルメットの基本構造には、シェル（外殻）、ライナー（発泡スチロール）、あごひもの 3 つがある（図９）。 
シェル： 

ヘルメットの外殻。衝撃を受け際、一次外
力を分散させる役目を果たす。材質は、ポ
リカーボネイト樹脂、ABS 樹脂、カーボン
など（表６）。 

ライナー： 
衝撃力を吸収する役目を果たす。材質は発
泡スチロールなど。 

あごひも： 
転倒時などヘルメットをしっかり保持する
ための役目を果たす。  

図９ 自転車用ヘルメットの構造 
表６ 自転車用ヘルメットのシェルの材質 

 

ポリカーボネイト樹脂 ABS 樹脂 カーボン 

   
軽量で首への負担が少ない 若干重量はかさむが 

しっかり頑丈 
軽量であると同時に 
高い剛性がある 

 
 
 
 
 
 

２ 自転車所有台数2 

 

   

 
1 オーケージーカブト HP「ヘルメットをかぶろう！」より引用 https://www.ogkkabuto.co.jp/hg/ind.html 
2 国土交通省 令和２年度第１回自転車の活用推進に向けた有識者会議「自転車の活用に関する現状について」 https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/bicycle-up/06pdf/02.pdf 

https://www.ogkkabuto.co.jp/hg/ind.html
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/bicycle-up/06pdf/02.pdf

